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国 -111 ••• 気相聞での同位体交換反応の素 .・3:
過程を速度論的に解明した。さ
らにレーザ一法水素同位体分離
に関する研究が岩崎と作花によ
り行われ、作業物質として有用
なハロアルカンを見出した。こ
の研究は、ハロアルカンの化学
反応特性や光励起過程の基礎的
?
写真18-10 レーザー法水素同位体分離の研究
に用いられた炭酸ガスレーザー光源
研究へと発展した。また、水素同位体の固定化を目指して、水素同位体の材
料中における挙動の研究がなされた。岩崎と今西は金属や金属酸化物中へ水
素を加速器で注入L、弾性反跳粒子検出法による水素濃度分布の測定から、
材料中の水素の存在、移動挙動について研究した。岩崎と作花は、ガラス中
で・の水の存在状態を赤外分光法による測定と電子構造の計算により明らかに
した。後に尾形も加わり、他の合水素無機材料としてシリコンー水素系も取
り上げられ、水素の存在状態や水素含有による機能発現についての研究が進
められている。岩崎の停年退官に伴い、これらの研究は尾形と作花に引き継
がれた。
5. 原子炉材料研究部門
昭和46(1971)年に、マグネトプラズマ実験装置室が、前年度に完成した宇
治地区共同利用の施設である極低温物性化学実験室(化学研究所に附置)に接
続して建設された。同実験室には、 15テスラ超伝導電磁石、 6テスラ超伝導
電磁石、 3.5トンサイクロトロン型電磁石2台、パルス磁場発生装置のほか
に、パルスマイクロ波実験装置、可視および赤外分光装置、パルス核磁気共
鳴装置、超音波吸収実験装置などの、各種の新しい物性実験装置が設備され
て、低温・強磁場下でのマグネトプラズマ効果の実験が容易に行えるように
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なった。その後8テスラ超伝導
電磁石、分光実験用 7テスラス
プリ ット型超伝導電磁石などが
整備された。
昭和46(1971)年に、教授森本
武と助手山本正雄による半金属
ビスマスの磁気音波電気効果の
発見の最初の報告が発表され
た。この研究は、その後森本と
写真18-11 赤外分光装置と 7テスラスプリッ
ト型超伝導電磁石
助手千葉明朗、竹田澄夫(学生)により CO2レーザ一光を用いたビスマスの磁
気量子電気効果の発見(昭和51年)へと発展させられた。昭和47年に、低温物
理国際会議で森本と助手吉田起固との半金属アンチモンでの負性抵抗の発見
が発表された。その後森本は、団体プラズマ効果の研究対象を狭いバンドギ
ャップ半導体のインジウムアンチモナイドに切り替え、同様な負性抵抗の現
象を発見した(昭和49年)。その頃から森本の研究は、強磁場下で非平衡な固
体プラズマの能動性とレーザ一作用に移っていった。このようにして、イン
ジウムアンチモナイドのバルク試料を用いた独創的な磁気電気光効果の増幅
作用の研究が森本によって始められた。その後の発展には、千葉の技術的協
力も大きい。強い磁場Hを印加した半導体に電流Jを流すだけで室塩で、も赤
外光を発生するこの「磁気赤外発光ダイオードlの特許(米国、英国)は昭和
59 (1984)年に得られた。 2テスラ程度の古典強磁場下でパルス的なレーザ一
発振に成功した後、平成元(1989)年に、 7テスラの量子極限磁場下での実験
において、 80KでJ-20A/cmzという極めて小さな電流密度で、強磁場の
量子効果により誘導放射が生じることが発見された。このようにして、能動
的な磁気光学の研究を、電磁力(JxH力)と光との相互作用という能動的な
世界に拡張した、魅力的な新分野が聞かれた。千葉と森本はまた、昭和54
(1979)年頃から15テスラ超伝導電磁石を使って、スピン系における量子効果
の核磁気共鳴法による研究を始めた。強磁場中の量子スピン効果として、三
1018 
第2節研究活動の発展
角格子反強磁性体におけるフラストレーショ ン、単イオンにおける基底1重
項、 1次元整数スピン反強磁性体における多体効果による基底 l重項(ハル
デン効果)、 S=1/2量子スピン効果による強磁場中相転移などの性質が、こ
の研究により微視的な観点から明らかにされてきた。
山本正雄は、聞いたサイクロトロ ン軌道(OpenOrbit)による非線型的なへ
リコ ン波共鳴を金属タリウムで初めて観測した(昭和54年)。また金属亜鉛で
のへリコ ン波の研究も行い、電子濃度、スピン分離効果などについて信頼度
の高い知見を得た。
吉田は昭和58(1983)年に助教授に昇任した。それまで固体中の電流磁気効
果やその電磁流体挙動の研究を行ってきたが、その頃から対象を広げて材料
物性の研究も始めた。吉田は、多相系の構造と物性との相関関係を定式化
し、伝導、誘電、熱電的物性の挙動から媒質構造の知見を得る新たな手法を
見出した。この方法は様々な物質系の物性評価に広く用いられるようになっ
た。さらに、多相物質系のクラスター成長の統計力学的な臨界挙動を明らか
にし、臨界指数の普遍的性質と臨界点の構造敏感性を実証した。また、平成
3 (1991)年頃から、高温超伝導体の接合超伝導の研究を行い、特に結晶粒界
の超伝導が敏感に左右される不純物の析出挙動と臨界電流の特性を明らかに
した。
6. 原子核化学工学研究部門
原子エネルギー研究所に改称、後、原子核化学工学研究部門は設置目的に沿
って原子力分野における化学工学的観点からの研究を分担することとなっ
た。江口捕は、名称変更後も同研究部門を担当していたが、昭和57(1982)年
工学部に転出し、その後、原田誠が同年教授に昇任して同研究部門を担当し
た。また、木下正弘が平成元(1989)年助教授に就任した。
昭和55(1980)年に入る前後の時期において、新たな技術革新が世界的に胎
動し始め、多くの工学分野を巻き込む規模の大きい技術革新のトレンドが形
成されつつあった。このような状況にあって、本研究所では、昭和62(1987)
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年前後から、原子力関連学域における研究を発展展開させて、原子力研究を
含めて工学分野において重要な総合的課題の研究へと重点を移しつつあっ
た。これを期に、本研究部門は原子核化学工学分野の研究を含めて、分子次
元の微視的学理から発して、これを合成総合化しながら生産活動に結びつけ
る分野へと研究の重点を移し始めた。
江口と助手足立基膏は、第2期から引き続き、ヨウ素吸収の機構、平衡と
速度に関する研究を昭和56(1981)年まで行った。この研究の特徴は、吸収過
程における水相ヨウ素の化学形を詳細に測定し、ヨウ素の気水分配係数と吸
収速度係数における複雑な濃度、温度依存性を統一的に解明した点にある。
この結果は、科学技術庁が日本原子力研究所に委託して昭和50-56年度に実
施した「格納容器スプレー効果実証試験Jの評価に活用された。
原田、江口は、燃料再処理や廃棄物処理に多用される溶媒抽出系の合理的
操作設計法の確立を目指した研究を第 2期に引き続き行い、各種溶媒抽出系
における抽出機構と抽出速度を解明し、溶媒抽出操作の設計指針を与えた。
この研究は、能動輸送などの特性を持つ液膜操作にも展開され、液液系物質
分離の高度化、精密化に寄与しつつある。
核分裂増殖炉や燃料再処理において重要な作動流体は高濃度電解質溶液や
溶融塩であり、原子炉芯溶融時には超高温溶融体が問題となる。原田、江口
と助手谷垣昌敬は、昭和46(1971)年に、これらイオン性液体の平衡、非平衡
物性の予測を可能とする研究に着手し、その後、この研究は、原田、木下と
助手塩井章久に引き継がれ、イオン性液体の構造、熱力学的性質ならぴに輸
送的性質の理論的予測が可能となった。原田、谷垣、塩井は、溶融塩、高濃
度電解質溶液、液体金属の輸送物性の実験的研究も行った。特に高温液体材
料の熱伝導度を測定する新方式のレーザーフラッシュ法液体熱伝導度測定装
置が開発、実用化され、これは科学技術庁長官により注目発明に指定され
た。さらに、この研究は、原田、江口、足立、谷垣により、高温燃料再処理
の基本となる溶融塩一液体金属系液液抽出操作の研究へと展開された。
高レベル放射性廃棄物処分に関連した基礎研究が原田により昭和54(1979)
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年から開始された。この研究は、昭和61(1986)年度特別設備を用いて、前述
の溶媒抽出、ガラス固化体の水中安定性、核種地中移行の研究へと展開され
た。木下、原田は、ガラスの水への溶解過程や核種移行過程にランダム過程
特有の現象が現れることを世界に先駆けて明らかとし、地中処分評価にこれ
らの現象を組み込む必要のあることを示した。
原田、木下、足立、塩井は、前述のイオン性流体材料や液体抽出の研究を
発展させて、機能性流体材料の分子化学工学的研究を昭和62(1987)年前後か
ら開始した。この研究は、物質系における自己組織化徴細構造を制御設計し
て、これを化学反応、物質分離、エネルギー変換などに適用し、それらの機
能化、精密化を図り、化学工学分野における新たな物質研究分野の開拓とそ
の展開を目指したものである。木下、原田、塩井は、水などの有極性分子の
界面近傍の構造と物性を解明するための非経験的な手法を開拓し、界面と有
極性分子聞の相互作用のわずかの相違が有極性分子の配住配向構造に決定的
な影響を与えることを示した。また、相転移の現象論を適用して、スピノー
ダル分相構造などの非平衡構造の発展とその外部場による制御法の解明を行
った。
原田と塩井は、ナノメータスケールの両親媒性分子集合体を対象として、
この組織発現機構の解明とその制御法の研究を行った。特に、水と両親媒性
分子とから形成される高分子状組織の形成機構を解明するとともに、ナノ構
造組織を制御しながら種々の材料化を図る方法を展開した。原田、足立、塩
井は、両親媒性分子集合体の持つミクロ反応場、ミクロ分離場としての特性
を、光応答性の半導体超微粒子の形成と機能、酵素・分子集合体超分子、タ
ンパク質などの分離を対象として、明らかとした。これらの基礎研究は、化
学反応、物質分離、エネルギー変換、機能性材料などの高機能化、精密化に
大きく寄与する。
7. 放射線応用工学研究部門
原子力の分野が成熟期を迎えるとともに、本研究部門では化学プラズマの
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基礎と応用および原子力に関連する材料の物理的化学的見地からの研究を進
めてきたが、さらに、原子力を含めたより広いエネルギ一変換材料の開発を
目指して研究を発展させつつある。物理工学部門から転換当初より本研究部
門を担当してきた教授鈎三郎が昭和61(1986)年に停年退官した後、平成 5
(1993)年浅野満が教授に昇任して本研究部門を担当した。その問、昭和41
(1966)年に原田敏夫、同42年に水谷保男が助手に任用されて今日に至ってい
る。
化学プラズマ中の粒子種とその濃度を研究するため、鈎は統計力学的手法
により熱平衡時の濃度を計算し実測値との比較を行って、粒子種濃度の推算
には熱的過程と粒子衝突電離過程を組み合わせる必要があることを明らかに
した。また、鈎は酸化ジルコニウムなどの高融点酸化物陽極とタンタル陰極
聞に真空中でアークを発生させて陽極物質を蒸発、プラズマ化すると、その
中の陽イオンが陰極上に析出することを見つけ、これをプラズマ電解と命名
した。そして、酸素の微量導入によって無色透明な化学量論的酸化ジルコニ
ウム単結晶を析出させることに成功した。
黒鉛フィラメントを用いる表面イオン化法とその同位体分析への応用の研
究が浅野により実施された。遷移金属などの試料を炭化物化することによ
り、金属イオン強度が強くなることを見出し、高感度化を実現して、黒鉛の
ような非金属材料上での表面イオン化の研究に先鞭をつけた。質量分析計を
用いて高温における固体物質の熱分解や団体 固体間反応を研究するため
に、浅野は原田と水谷の協力を得て、マススペクトロメトリックサーマルア
ナリシス法を改良し、その材料化学への応用を試み、マイクログラムオーダ
ーの試料量で2，000K以上における高温化学反応の研究を可能とする成果を
あげた。
昭和49・50両年度に核燃料、炉材料の蒸発ならびに表面電離の基礎と応用
に関する研究装置が特別設備費によって設置された。浅野、原田と水谷は主
としてクヌーセンセルと質量分析計よりなる蒸発実験装置を用いて、核融合
炉トリチウム増殖固体ブランケ ット材料として候補に上がっている種々のリ
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チウム化合物の高温における蒸
発挙動を明らかにし、熱化学量
を求めて、候補材料の熱化学的
安定性からの選択基準を確立し
た。また、高レベル放射性廃棄
物固化ガラスの蒸発抑制の研究
を行い、特にセシウムの蒸発の
抑制に効果的なガラス組成を明
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らかにして、蒸発抑制のための 写真18-12 蒸発実験装置
方策に指針を与えた。さらに、
この設備費により整備された表面電離実験装置を用いて、逆電位変調法によ
り表面電離イオンのエネルギー分布測定を行い、仕事関数の変化より耐熱性
固体表面の構造や化学形態を研究する方法を開拓した。
団体基板表面の格子欠陥と化学的、熱的に生成させたエッチピットの方位
との関係が原田によって明らかにされ、電着により析出した結品核が欠陥位
置より生じること、また結晶成長がらせん転住に関係していることを示 し
た。さらに、基板表面の真空熱処理による清浄化過程、合金のスバッター表
面における成分金属による選択的単原子層被覆過程および分子ビーム法によ
る単結晶表面における薄膜のエピタキシャル成長過程などを明らかにした。
黒鉛および炭素質の層間化合物は、軽量の電気伝導材料や高密度電池活物質
などへの応用が有望視されている。水谷は黒鉛層間化合物の相転移と熱膨張
特性を研究するとともに、浅野、原田と協力して 2元系層間化合物に加え、
多種類のインターカレートを層間に侵入させた新規のマルチ層間化合物や複
層層間化合物を多数合成して、その構造を決定し、さらに、デノ〈イ・ワーラ
一因子などの測定より、格子振動特性を明らかにした。
8. 原子炉保安工学研究部門
昭和46(1971)年には笠原三紀夫が助手として加わり、同49(1974)年には助
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手工藤章(在任昭和44-49年)が転出したが、エアロゾルに関する基礎研究を
基盤とした、保健物理ないし衛生工学的研究が本格的に行われるようになっ
た。一方、教授高橋幹二、助教授楠城力、技官田町敏夫(在任昭和44-60年)
らによって、放射性沃素方、スの地中移動実験や原子炉地下設置の安全解析コ
ードの開発研究が行われたが、楠城は昭和51(1976)年に高松工業高等専門学
校に転出した。その後、昭和51年には伊藤正行(平成6年同志社大学に転出)、
同55(1980)年には東野達が助手に就任し、基礎から応用に至る多面的なエア
ロゾルの研究が行われ現在に至っている。
光散乱現象はエアロゾル粒子の粒径・動的特性の計測に広く用いられてい
るが、高橋、伊藤らは、レーザー光散乱スベクトロスコピー、特に光子相関
法のエアロソソレ計測への応用に力を注いで、きた。これによって徴小粒子のブ
ラウン拡散係数が求められ、様々な雰囲気ガス中における粒子の動力学的挙
動の実験が可能となった。最近では、 4極子セル中に保持した単粒子のレー
ザー照射下での挙動実験、凝集粒子の粒径測定などにも応用されている。こ
のほかに、レーザードップラ一信号に含まれる情報の解析から、粒子の粒径
と速度の同時計測、粒子の2次元速度の同時計測などの研究も行った。
助教授に昇任(昭和52年)した笠原、高橋、伊藤らは、大気中におけるガス
状汚染物質からの光化学的生成について理論的、実験的研究を行い、二酸化
硫黄が粒子生成に大きな役割を果たすこと、種々の炭化水素ガスの光化学的
粒子生成能はそれらのオゾン生
成能と同じ傾向を持つことなど
を明らかにした。また、核生成
と温度、湿度との関係、既存粒
子の役割などについても検討し
た。
笠原、高橋らは大気中の粒子
状汚染物質の発生源寄与評価に
用いられるリセプタモデルにつ
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いて、既存のデータを用いながら様々な角度からその有効性・信頼性につい
て検討した。また最近では、大気エアロゾル粒子の元素組成分析に PIXE
(Proton-induced X-ray emission)法を適用するための、標準試料の作成、試
料捕集法、照射条件、データ解析法などについて詳細な検討を行い、これを
様々な状況の大気試料に適用して、その特性を明らかにするとともに、多く
のデータを集積している。
高橋らは、服入粒子の呼吸器内の挙動を動力学的に明らかにするために、
汎用的な粒子沈着モデルを作成した。計算モデルは、職湿性粒子、繊維状粒
子、荷電粒子について、任意の呼吸波形に適用できる。また、各種の小晴手L
動物についても同様の計算モデルを作成中である。エアロゾル医薬として利
用を目的として、種々の医薬物を含有した単分散粒子の生成法についても実
験的に検討した(田町)。このほかに、准集粒子などの非球形粒子の形状計測
や形状と動力学特性の関係(東野)、エアロゾルプロセスによる高濃度超徴小
金属粒子の生成とその物性(伊藤、東野)、大気エアロゾルの地球環境影響特
に地球熱収支への影響(高橋、伊藤)、大気汚染物質の酸性化とエアロゾルの
役割あるいはその地表への輸送(笠原)、などの研究も行われており、平成6
(1994)年には山本浩平が助手としてこれらの研究に参加している。これらの
研究成果や学会活動に対して、大気汚染研究協会賞(高橋、昭和59年、笠原、
平成2年)、産業公害防止論文賞(笠原、昭和62年)、国際エアロゾル研究連合
フエロー賞(高橋、平成2年)が授与された。また、この問、昭和55(1980)年
頃から、エアロゾル研究をめぐる国内外の交流が活発となり、昭和58年エア
ロゾル研究協議会(平成4年より日本エアロゾル学会)発足とともに、研究室全
員はその運営に積極的に参画した。また、平成2(1990)年には京都において
第 4回エアロゾル国際会議を成功させるのにも大きく寄与した。昭和63
(1988)年からはウィーン大学実験物理学科との聞で、徴小エアロゾル粒子の
物理化学的挙動、エアロソ'ルの大気環境影響について 2度にわたる共同研究
が行われ、この間延べ20名に近い人的交流が行われている。
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9. 原子炉事故解析研究部門
原子炉事故解析研究部門は、原子炉において発生する可能性のある故障の
状況を分析し、故障の可能性を減らすこと、事故への拡大を防止することな
どの研究を目的として、昭和47(1972)年に新設された。昭和49年原子燃料研
究部門助教授端野朝康が本研究部門教授に転じ、同年内藤静雄が助手に就任
し、研究活動を開始した。昭和52(1977)年橋富興宣が、同57年には主山辰夫
が技官に就任し、今日まで研究活動を助けている。昭和60(1985)年内藤は助
教授に昇任し、同年山本雅博が助手に就任し、平成3(1991)年に端野は停年
退官し、現在に至っている。
本研究部門では原子炉事故解析の基本問題を解明することを目指し、事故
時に現れる可能性のある現象の本質を把握するための物理的問題を取り上げ
てきた。特に原子炉材料が外部作用によって劣化し、破局状態に至る非可逆
挙動を記述する物理モデルを確立することを中心に研究を行ってきた。現在
では、有用な新機能材料の物性に関する研究へと展開している。
原子炉材料の非可逆挙動の研究は、端野によって、遷移金属の水素吸収に
伴う材料の劣化に関連して状態方程式を決定する研究から始められた。金属
と水素および水素と水素の相互作用、水素吸収による金属の格子変形の影響
を取り入れた状態方程式を連続体熱力学、統計力学を使って導き、ジルコニ
ウム、ハフニウムの水素吸収挙動を再現することを可能にした。次に、材料
の非可逆挙動を解明するため、端野は、状態方程式を非可逆過程の典型であ
るマルテンサイト変態を含む相変化を記述できるように拡張することを試
み、スピノーダル分解や金属の構造相転移に現れるマルテンサイト変態を定
性的に説明した。さらに、状態方程式を決定する過程で必要になる水素吸収
熱、水素吸収に伴う金属格子の膨張および弾性率の変化などを実験的に求
め、電子論によって説明することを始めた。この研究は内藤、山本に引き継
がれ、材料物性の推定へと展開している。
遷移金属の水素同住体吸収の動的過程の研究が、原子炉材料における水素
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拡散の同住体効果、金属表面で 写真18-14 核エネルギー炉材料高温挙動
の水素の解離吸着の吸収速度へ 測定装置
の影響が明らかになった。この研究は、パラジウム、イットリウム、チタン
アルミニウム金属間化合物のような特徴的な性質を持つ金属における水素拡
散機構の解明へと進み、金属の電子状態、フォノンから拡散機構を推定し、
さらに水素を吸収した金属の結晶構造や水素吸収熱および弾性率などの材料
物性を推定する研究へと進んで・いる。この研究の過程で、表面に形成される
酸化被膜の水素吸収に対する重要さが判明し、金属表面の酸化機構の研究へ
と発展した。遷移金属表面の酸化機構の研究では、ジルコニウム表面での酸
化被膜成長の速度論的考察を、山本が始めた。初期酸化の段階では酸素の解
離吸着、酸化物の核生成、膜成長を経て表面酸化が進むことを実験的に明ら
かにした。次いで、、オージェ電子、電子エネルギー損失、 2次電子分光など
の表面分光の手法を用いて酸化過程における金属表面の電子状態を調べ、同
時にエネルギーバンド計算やその他の方法で電子状態を計算し、両者を比較
検討して計算手法を確立することを試みた。この計算により、遷移金属表面
の酸素、窒素、水素吸着状態の概略が予測で、きるようになった。この研究
は、電子エネルギー損失徴細構造測定法の確立、電子状態計算の高速化など
の努力と相まって、固体材料の物性推定という方向に発展しつつある。
10. 原子エネルギー変換研究部門(客員)
原子エネルギ一変換研究部門は、昭和53(1978)年4月に設置された。教
授・助教授各1名が、任期3年(重任の場合は5年)で、他大学あるいは公的
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研究機関の職員から併任され、固定研究部門とも協力しながら研究を行って
いる。
昭和53-56年には、教授矢野淑郎(神戸商船大学)、助教授押山宏(京都工芸
繊維大学)が、キII子線工学研究部門ほかと協力して、大電流イオンパルスイ
オンビームやプラズマの粒子線診断法に関する研究を行った。次いで、昭和
56-59年には、教授植松邦彦(動力炉・核燃料開発事業団)、助教授岡本正雄
(名古屋大学)が、他の固定研究部門との協力のもとに、核燃料サイクル、核
融合炉炉心プラズマ制御、原子炉安全性などに関する研究を行った。
昭和59-平成元年には教授松下寛(中部大学)、昭和59-62年には講師三宅
義和(京都工芸繊維大'(:)、昭和62-平成元年には講師平田雄志(大阪大学)が、
原 f燃料、原子核化学 L学各研究部門などと協力して、核燃料プロセスの物
理化学、溶液物理化学、放射性廃棄物中の化学種の物理化学特性と分離濃縮
法、輸送現象などに関する研究を行った。平成元-4年には、教授田村博
(京都工芸繊維大学)、助教授高野頚(同志社大学)が、原子炉計測 r学、原子炉
保安工学各研究部門とも協力して、エネルギ一変換システムの信頼性、ヒム
ーマンインターフェイス、放射性エアロヅルの動力学特性などの研究を行っ
た。
平成 4(1992)年には、教授山寄鉄夫(1:業技術院)、助教授土井稔(名古屋工
業大学、平成6年まで)、‘r成6(1994)年には伊藤孝(京都工芸繊維大学)が任用
され、粒子線工学、原子炉事故解析各研究部門とも協力して、自由電子レー
ザーの高品質化あるいはエネルギ一変換材料、特に金属組織学などに関する
研究を行っている。
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科学技術の急速な進展に対応して、大学附置研究所がその課せられた使命
を果たすには、研究課題に対する不断の見直しと研究組織変革への努力が必
須であることは論をまたない。本研究所は設立以来、 2度にわたる大きな改
組・転換を含む少なからぬ変遷を経てきたが、今日のエネルギ一問題や地球
環境問題などに代表されるようなグローパルな重要課題の研究に対しても、
工学における学際的・総合的研究を指向してきたこれまでの伝統は、ますま
す大きな意義を持つものといえよう。
当研究所は、特に最近の10年間、エネルギーを中心とする広い分野におい
て、基礎から応用に至る多くの研究成果をあげてきた。エネルギーは、人類
の生存・持続的発展の基礎をなすものであり、このような課題を対象とする
研究教育体制は、科学技術を基盤としながらも、社会・経済 環境などを包
含する総合的・学際的なものでなければならない。今日、人類の直面する諸
課題に対応すべく工学そのものの再構築、大学における新しい研究教育組織
の再編成が要請されている。このような中で、当研究所は、その伝統と実積
をふまえて、本学における新しい研究教育組織の再編創生に寄与できること
を期待している。
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